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当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）の継続に関するお知らせ 
 

当社は、平成 18 年 6 月 29 日開催の第 80 回定時株主総会において、「当社株式の大規模買付

行為に関する対応方針（買収防衛策）」の導入についてのご承認を株主の皆様よりいただきまし

た。その後、この対応方針については、平成 21 年 6 月 26 日開催の第 83 回定時株主総会および

平成 24 年 6 月 28 日開催の第 86 回定時株主総会および平成 27 年 6 月 26 日開催の第 89 回定時

株主総会（以下「平成 27 年定時株主総会」といいます。）において、それぞれ、その一部を変

更・修正のうえ継続することについて、株主の皆様のご承認をいただいております（以下、平成

27 年定時株主総会において株主の皆様のご承認をいただいた買収防衛策を「旧プラン」といい

ます。）。 
この旧プランは、平成 30 年 6 月 30 日をもって有効期間の満了を迎えますが、当社は、平成

27 年定時株主総会後の社会・経済情勢の変化、買収防衛策をめぐる近時の議論の動向等も勘案

しつつ更なる検討を加えた結果、平成 30 年 5 月 18 日開催の当社取締役会において、当社の企

業価値ないし株主の皆様共同の利益を最大化させることを目的として、下記Ⅰ記載の当社の財務

および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下「基本方針」といいま

す。）に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組みを、平成 30 年 6 月 28 日開催予定の当社定時株主総会（以下「本定時株主

総会」といいます。）における株主の皆様のご承認を条件として、下記Ⅱ記載のとおり旧プラン

に変更を加えた上で（以下、変更後のプランを「本プラン」といいます。）、平成 30 年 7 月 1
日より継続することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

本プランにおける旧プランからの主な変更点としましては、(1)例外事由該当者（下記Ⅱ2(8)に
定義されます。）に対しては、その有する本新株予約権（下記Ⅱ2(8)に定義されます。）の取得

の対価として金銭を交付することは想定していない旨を明記し、(2)企業価値委員会が株主意思

確認株主総会（下記Ⅱ2(6)に定義されます。）を開催することが適当である旨の勧告を行った場

合には、当社取締役会は、株主意思確認株主総会を招集し、対抗措置を発動することの可否のご

判断を株主の皆様に行っていただくことができる旨を記載しました。 
本プランを決定した取締役会には、全ての社外取締役および社外監査役を含む全ての取締役お
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よび監査役が出席し、いずれの取締役および監査役も本プランの具体的運用が適正に行なわれる

ことを条件に、本プランに同意しております。また、上記取締役会において、本プランによる買

収防衛策の継続に関する承認議案を本定時株主総会に提出することを社外取締役を含む全取締役

の賛成により決定しましたのであわせてお知らせします。 

なお、会社法、金融商品取引法ならびにそれらに関する規則、政令、内閣府令および省令等な

らびに金融商品取引所の規則等（以下、総称して「法令等」といいます。）に改正（法令名の変

更や旧法令等を継承する新法令等の制定を含みます。）があり、これらが施行された場合には、

本プランにおいて引用する法令等の各条項は、当社取締役会が別途定める場合を除き、当該改正

後のこれらの法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条項に、それぞれ読み替えられるも

のとします。 
 

記 
 
Ⅰ.基本方針について 
 
1. 基本方針の内容 

当社は、上場会社である以上、当社株式に係る大規模な買付行為を行おうとする者が現れた場

合、かかる買付者に対して株式を売却するか否かの判断や、買付者に対して会社の経営を委ねる

ことの是非に関する判断は、基本的には、個々の株主様のご意思に委ねられるべきものだと考え

ております。 
しかしながら、近時の大量の株式の買付行為の中には、会社の企業価値または株主の皆様の共

同の利益に対して回復困難な損害を与える可能性のあるものも少なくありません。 
当社の財務および事業の方針の決定を支配する者が、当社の企業価値の源泉およびかかる源泉

の中長期的な観点からの維持・強化の重要性についての認識を共有しない場合には、当社の企業

価値または株主の皆様の共同の利益の最大化を妨げるような結果が生じるばかりでなく、様々な

ステークホルダーの方々の信頼関係を含む有形無形の会社の経営資源が毀損されることになりか

ねないものと考えております。 
上記の観点から、当社は、平成 27 年 5 月 15 日開催の当社取締役会の決議により旧プランを

継続し、特定の者またはグループが当社の総株主の議決権の 20％以上に相当する議決権を有す

る株式を取得すること等により、当社の企業価値の源泉が長期的に見て毀損されるおそれがある

場合等、当社の企業価値または株主の皆様の共同の利益の最大化が妨げられるおそれが存する場

合には、かかる特定の者またはグループは、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者と

して不適切であるものとして、法令および当社定款によって許容される限度において、場合によ

り、当社の企業価値および株主の皆様の共同の利益の最大化のために相当の措置を講じることと

しているところです。 
 
2. 基本方針の実現に資する特別な取組み 
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当社および当社子会社（以下「当社グループ」といいます。）の事業は、電気通信関連事業

および高周波関連事業から成り立っております。 
電気通信関連事業におきましては、情報通信関連業界のなかで、通信用、放送用各種アンテ

ナ・鉄塔の設計、製作およびその建方工事を主に行っております。 
高周波関連事業におきましては、高周波応用機器業界に属し、高周波による誘導加熱装置の

設計、製作と加熱装置を利用した焼入受託加工を行っております。 
当社は、昭和 25 年の創業以来一貫して、得意先各位に満足いただけるような製品の提供を

することをモットーに、経営理念に「時代のニーズを先取りし、失敗を恐れぬチャレンジ精神

の溢れた前向きの企業たることを期す」を掲げ、同じく「優れた製品を社会に提供し、社会に

貢献する」ことを実現すべく、常に業界での最高水準の技術を維持していくことを目標の一つ

として、たゆまぬ努力をしてまいりました。 
このことが今日、当社グループが業界、とりわけ取引先から絶大の信頼と支持をいただいて

いる所以だと確信しております。 
また中長期的には、柱としております移動通信関連、固定無線関連、放送関連、高周波関連

を中心にその周辺分野への事業拡大を視野に入れ、適宜設備投資を行うことを図りながら、経

営資源を投入し、企業価値の増大に努めてまいりたいと考えております。また、新規事業の開

拓に関しましては、新規事業に特化した新たな専門部署を設置し、これまで以上に開拓を推進

するための組織体制へと変更しております。 
そして、当社グループが継続的に企業価値を高めていくためには、こうした経営計画の基盤

である経営理念に掲げる基本的な考え方を今後も引き続き実践し、当社グループ発展のために

必要不可欠な得意先をはじめとするステークホルダーの皆様との長期的な信頼関係を重視した

経営を行うことがきわめて重要であると考えております。 
 
Ⅱ．本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決

定が支配されることを防止するための取組み）について 
 
1. 本プランによる買収防衛策継続の目的 

現在、当社には約 7 千名の株主の皆様がいらっしゃいます。そのほとんどは個人株主の方々

であり、当社は独立系の企業であることから、特定の大株主の方はいらっしゃいません。当社

の現在の株主構成は公開会社の理念に相応しい開かれたものであって、幅広い株主の皆様に支

えていただく形になっており、また、中長期的視点から安定的に経営を行い、継続的に当社の

企業価値および当社株主の皆様の共同の利益を最大化するのに適したものであると考えており

ます。 
昨今の企業買収に対するわが国の法制度・企業文化の変化・変容、経営環境の変化等により、

単独あるいは共同して、当社の経営権に影響を与え得る数の株式（以下「支配株式」といいま

す。）の取得を目指す者（以下「買収者」といいます。）が現われることも想定されますが、

当社は、公開会社である以上、買収者に対して株式を売却するか否かの判断や、買収者に対し
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て会社の経営を委ねることの是非に関する判断は、基本的には、個々の株主の皆様のご意思に

委ねられるべきものだと考えております。 
しかしながら、近時における支配株式の取得行為の中には、①買収者による支配株式の取得

行為の目的等からみて、買収者が真摯に合理的な経営を目指すものではないことが明白である

もの、②一般株主に不利益な条件での株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、③支配

株式の取得行為に応じることの是非を一般株主が適切に判断を行うために必要な情報や相当な

考慮期間が提供・確保されていないもの、④支配株式の取得行為に対する賛否の意見または買

収者が提示する買収提案や事業計画等に代替する事業計画等を会社の取締役会が株主に対して

提示するために必要な情報、買収者との交渉機会、相当な考慮期間等を会社の取締役会に対し

て与えないもの等、会社の企業価値または株主共同の利益に対して回復困難な損害を与える可

能性のあるものも少なくありません。 
以上の当社の株主構成および企業買収をめぐる近時の状況に鑑み、当社は、大規模買付行為

（下記 2(1)に定義されます。以下同じ。）を行おうとし、または現に行っている者（以下「大

規模買付者」といいます。）に対して事前に大規模買付行為に関する必要な情報の提供および

考慮・交渉のための期間の確保を求めることによって、当該大規模買付行為に応じるべきか否

かを当社株主の皆様が適切に判断されること、当社取締役会が企業価値委員会（下記 2(5)に定

義されます。以下同じ。）の勧告を受けて当該大規模買付行為に対する賛否の意見または当該

大規模買付者が提示する買収提案や事業計画等に代替する事業計画等（以下「代替案」といい

ます。）を当社株主の皆様に対して提示すること、あるいは、当社株主の皆様のために大規模

買付者と交渉を行うこと等を可能とし、もって当社の企業価値および当社株主の皆様の共同の

利益の最大化を目的として、本プランによる買収防衛策の継続を決定しました。 
なお、本プランによる買収防衛策を継続するに際しては、当社株主の皆様のご意思を確認す

ることが望ましいことはいうまでもありません。そのため、当社としては、本定時株主総会に

おいて、本プランによる買収防衛策の継続につき当社株主の皆様のご意思を確認させていただ

く予定です。 
以上の理由により、当社取締役会は、本定時株主総会において当社株主の皆様のご意思を確

認することを予定した上で、本プランによる買収防衛策を継続することを決定しました。なお、

本定時株主総会において、当社株主の皆様のご理解が得られなかった場合には、その時点で本

プランは廃止されることになります。 
なお、平成 30 年 3 月 31 日現在における当社の大株主の状況は、「大株主の状況」（別紙

１）のとおりです。また、現時点においては、当社株券等について、第三者からの大規模買付

行為にかかる具体的な提案を受けている事実はございません。 
 
2. 本プランの内容 
 本プランの具体的内容は以下のとおりですが、本プランに関する手続の流れの概要をまとめた

フローチャートは（別紙２）のとおりです。 

 
(1) 対抗措置発動の対象となる大規模買付行為の定義 
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次の①から③までのいずれかに該当する行為（ただし、当社取締役会が予め承認をしたもの

を除きます。）またはその可能性のある行為（以下「大規模買付行為」と総称します。）がな

され、またはなされようとする場合に、本プランに基づく対抗措置は発動されます。 
① 当社が発行者である株券等（注1）に関する当社の特定の株主の株券等保有割合（注2）が

20％以上となる当該株券等の買付けその他の取得（注3） 
② 当社が発行者である株券等（注4）に関する当社の特定の株主の株券等所有割合（注5）と

その特別関係者（注6）の株券等所有割合との合計が20％以上となる当該株券等の買付け

その他の取得（注7） 
③ 上記①または②に規定される各行為の実施の有無にかかわらず、当社の特定の株主が、当

社の他の株主（複数である場合を含みます。以下本③において同じとします。）との間で、

当該他の株主が当該特定の株主の共同保有者に該当するに至るような合意その他の行為、

または当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配しもしくは

それらの者が共同ないし協調して行動する関係（注8）を樹立する行為（注9）（ただし、

当社が発行者である株券等につき当該特定の株主と当該他の株主の株券等保有割合の合計

が20%以上となるような場合に限ります。） 
 
（注1）金融商品取引法第27条の23第1項に定義される株券等をいいます。以下別段の定めがな

い限り同じとします。 
（注2）金融商品取引法第27条の23第4項に定義される株券等保有割合をいいます。以下別段の

定めがない限り同じとします。なお、かかる株券等保有割合の計算上、(i)同法第27条の

2第7項に定義される特別関係者、ならびに(ii)大規模買付者との間でフィナンシャル・

アドバイザー契約を締結している投資銀行、証券会社その他の金融機関ならびに当該特

定の株主の公開買付代理人および主幹事証券会社（以下「契約金融機関等」といいま

す。）は、特定の株主の共同保有者（金融商品取引法第27条の23第5項に定義される共

同保有者をいい、同条第6項に基づき共同保有者とみなされる者を含みます。以下同

じ。）とみなします。また、かかる株券等保有割合の計算上、当社の発行済株式の総数

は、当社が公表している直近の情報を参照することができるものとします。 
（注3）売買その他の契約に基づく株券等の引渡請求権を保有するに至ることおよび金融商品取

引法施行令第14条の6に規定される各取引を行うことを含みます。 
（注4）金融商品取引法第27条の2第1項に定義される株券等をいいます。以下本②において同

じとします。 
（注5）金融商品取引法第27条の2第8項に定義される株券等所有割合をいいます。以下別段の

定めがない限り同じとします。なお、かかる株券等所有割合の計算上、当社の総議決権

の数は、当社が公表している直近の情報を参照することができるものとします。 
（注6）金融商品取引法第27条の2第7項に定義される特別関係者をいいます。ただし、同項第1

号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内

閣府令第3条第1項で定める者を除きます。なお、(i)共同保有者および(ii)契約金融機関

等は、特定の株主の特別関係者とみなします。以下別段の定めがない限り同じとします。 
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（注7）買付けその他の有償の譲受けおよび金融商品取引法施行令第6条第3項に規定される有

償の譲受けに類するものを含みます。 
（注8）「当該特定の株主と当該他の株主との間にその一方が他方を実質的に支配しもしくはそ

れらの者が共同ないし協調して行動する関係」が樹立されたか否かの判定は、新たな出

資関係、業務提携関係、取引ないし契約関係、役員兼任関係、資金提供関係、信用供与

関係、デリバティブや貸株等を通じた当社株券等に関する実質的な利害関係等の形成や、

当該特定の株主および当該他の株主が当社に対して直接・間接に及ぼす影響等を基礎に

行うものとします。 
（注9）本文③所定の行為がなされたか否かの判断は、当社取締役会が企業価値委員会の勧告に

従って行うものとします。なお、当社取締役会は、本文③の要件に該当するか否かの判

定に必要とされる範囲において、当社の株主に対して必要な情報の提供を求めることが

あります。 
 

(2) 買付説明書の提出 
大規模買付者には、大規模買付行為の開始に先立ち、当社取締役会に対して、別途当社の定

める書式により、本プランに定める手続（以下「大規模買付ルール」といいます。）を遵守す

ることを誓約する旨の大規模買付者代表者による署名または記名押印のなされた書面および当

該署名または記名押印を行った代表者の資格証明書（以下、これらをあわせて「買付説明書」

と総称します。）を提供していただきます。当社取締役会は、上記の買付説明書を受領した場

合、直ちにこれを企業価値委員会に提供します。 
買付説明書には、大規模買付ルールを遵守する旨の誓約のほか、大規模買付者の氏名または

名称、住所または本店、事務所等の所在地、設立準拠法、代表者の氏名、日本国内における連

絡先、大規模買付者が現に保有する当社の株券等の数、買付説明書提出前 60 日間における大

規模買付者の当社株式の取引状況および企図されている大規模買付行為の概要等も明示してい

ただきます。なお、買付説明書における使用言語は日本語に限ります。 
当社は、大規模買付行為の提案があった事実については速やかに開示します。また、大規模

買付者から買付説明書の提供があった場合、当社取締役会または企業価値委員会が適切と認め

る事項について、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って適時適切に開示いたしま

す。 

 
(3) 大規模買付者に対する情報提供要求 

当社取締役会が買付説明書を受領した日から 10 営業日以内（初日は算入されないものとし

ます。）に、大規模買付者には、当社取締役会に対して、次の①から⑪までに掲げる情報（以

下「大規模買付情報」と総称します。）を提供していただきます。当社取締役会は、大規模買

付情報を受領した場合、直ちにこれを企業価値委員会に対して提供いたします。 
なお、当社取締役会または企業価値委員会が、大規模買付者から当初提供を受けた情報だけ

では、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを当社株主の皆様が適切に判断することや、当

社取締役会および企業価値委員会が当該大規模買付行為に対する賛否の意見を形成し（以下
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「意見形成」といいます。）、または代替案を立案し当社株主の皆様に対して適切に提示する

こと（以下「代替案立案」といいます。）が困難であると判断した場合には、合理的な期間の

提出期限を定めた上で、当社株主の皆様による適切な判断ならびに当社取締役会および企業価

値委員会による意見形成および代替案立案のために必要な追加情報の提供を随時大規模買付者

に対して要求することができるものとします。 
 
また、当社取締役会または企業価値委員会が大規模買付情報の提供が完了したと判断した場

合には、当社は、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従ってその旨を適時適切に開示

いたします。さらに、当社は、当社取締役会または企業価値委員会の決定に従い、大規模買付

情報の受領後の適切な時期に、大規模買付情報のうち当該大規模買付行為に応じるべきか否か

を当社株主の皆様が適切に判断するために必要と認められる情報を適用ある法令等および金融

商品取引所規則に従って適時適切に開示いたします。 
①  大規模買付者およびそのグループ（主要な株主または出資者および重要な子会社・関

連会社を含み、大規模買付者がファンドまたはその出資に係る事業体である場合は主要

な組合員、出資者（直接・間接を問いません。）その他の構成員ならびに業務執行組合

員および投資に関する助言を継続的に行っている者を含みます。以下同じ。）の概要

（具体的名称、資本構成、出資割合、財務内容および過去 10 年以内における法令違反行

為の有無（およびそれが存する場合にはその概要）ならびに役員の氏名、略歴および過

去における法令違反行為の有無（およびそれが存する場合にはその概要）等を含みま

す。） 
②  大規模買付行為の目的、方法および内容（大規模買付行為の対象となる当社株券等の

種類および数、大規模買付行為の対価の価額および種類、大規模買付行為の時期、関連

する取引の仕組み、大規模買付行為の方法の適法性、大規模買付行為の実行に関して付

されている条件等の有無およびその内容、大規模買付行為および関連する取引の実行の

蓋然性、大規模買付行為完了後に当社株券等が上場廃止となる見込みがある場合にはそ

の旨およびその理由等を含みます。なお、大規模買付行為の方法の適法性については資

格を有する弁護士による意見書をあわせて提出していただきます。） 
③  大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡（当社に対して重要提案行

為等（金融商品取引法第 27 条の 26 第 1 項に定義される重要提案行為等をいいます。）

を行うことに関する意思連絡を含みます。以下同じ。）の有無ならびに意思連絡が存す

る場合にはその具体的な態様および内容 
④  大規模買付行為に係る買付け等の対価の算定根拠およびその算定経緯（算定の前提と

なる事実・仮定、算定方法、算定機関に関する情報、算定に用いた数値情報ならびに大

規模買付行為に係る一連の取引により生じることが予想されるシナジーおよびディスシ

ナジーの額ならびにその算定根拠等を含みます。） 
⑤  大規模買付行為に係る買付け等の資金の裏付け（当該資金の提供者（直接・間接を問

わず実質的提供者を含みます。）の具体的名称、調達方法、資金提供が実行されるため

の条件の有無、資金提供後の担保ないし誓約事項の有無および内容ならびに関連する具
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体的取引の内容を含みます。） 
⑥  大規模買付行為の完了後に企図している当社および当社グループの経営方針、事業計

画、資金計画、投資計画、資本政策および配当政策等（大規模買付行為完了後における

当社または当社グループの資産の売却、担保提供その他の処分に関する計画を含みま

す。）その他大規模買付行為完了後における当社および当社グループの役員、従業員、

取引先、顧客、工場等が所在する地方公共団体その他の当社に係る利害関係者の処遇方

針 
⑦  大規模買付者が濫用的買収者（下記(6)ア②に定義されます。）に該当しないことを誓

約する旨の書面 
⑧  大規模買付行為に適用される可能性のある国内外の法令等に基づく規制の内容および

国内外の政府または第三者から取得すべき独占禁止法その他の法令等に基づく承認また

は許認可等の取得の蓋然性（なお、これらの事項につきましては、資格を有する弁護士

による意見書をあわせて提出していただきます。） 
⑨  大規模買付行為完了後における当社および当社グループの経営に際して必要な国内外

の許認可維持の可能性および国内外の各種法令等の規制遵守の可能性 
⑩  大規模買付者およびそのグループの内部統制システム（グループ内部統制システムを

含みます。以下同じ。）の具体的内容および当該システムの実効性の有無および状況 
⑪  反社会的勢力ないしテロ関連組織との関連（直接・間接を問いません。）の有無（お

よび関連が存する場合にはその関連に関する詳細） 
 

 加えて、当社は、上記①から⑪までに記載する大規模買付情報のほか、当社取締役会または企

業価値委員会が合理的に必要と判断する情報を、当社が大規模買付情報の提供が完了した旨を株

主の皆様に対して開示した日から原則として 10 営業日以内（初日は算入されないものとしま

す。）に、書面により、大規模買付者に対して要求することができるものとします。なお、当該

10 営業日の期間中も、下記(4)に記載する取締役会評価期間の進行は妨げられないものとします。 
 なお、以上の情報は全て日本語にて提供いただくものとします。 
 
(4) 取締役会評価期間の設定等 

当社取締役会は、大規模買付者が開示した大規模買付行為の内容に応じた下記①または②の

期間（大規模買付情報の提供が完了したと当社取締役会または企業価値委員会が判断した旨を

当社が開示した日から起算され、初日は算入されないものとします。）を、当社取締役会によ

る評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模買付者との交渉のための期間（以下「取締

役会評価期間」といいます。）として設定します。大規模買付行為は、取締役会評価期間の経

過前または別途企業価値委員会が株主の皆様からの意見集約等のための期間として設定した期

間経過前には開始されてはならないものとします。なお、かかる取締役会評価期間は、当社の

事業内容の評価、検討の困難さや、意見形成、代替案立案等の難易度等を勘案して設定された

ものです。 
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① 対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社の全ての株券等の買付けが企

図されている場合：最長 60 日間 
② 上記①に該当しない形の大規模買付行為が企図されている場合：最長 90 日間 

当社取締役会は、取締役会評価期間内において、大規模買付者から提供された大規模買付情

報に基づき、当社の企業価値および当社株主の皆様の共同の利益の最大化の観点から、企図さ

れている大規模買付行為に関して評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模買付者との

交渉を行うものとします。当社取締役会が評価、検討、意見形成、代替案立案および大規模買

付者との交渉を行うにあたっては、必要に応じて、当社取締役会から独立した第三者的立場に

ある専門家（フィナンシャル・アドバイザー、弁護士、公認会計士、税理士等）の助言を得る

ものとします。なお、かかる費用は、特に不合理と認められる例外的な場合を除き、全て当社

が負担するものといたします。 
なお、企業価値委員会が取締役会評価期間内に下記(6)ア記載の勧告を行うに至らないこと等

の理由により、当社取締役会が取締役会評価期間内に対抗措置の発動または不発動の決議に至

らないことにつきやむを得ない事情がある場合、当社取締役会は、企業価値委員会の勧告に基

づき、必要な範囲内で取締役会評価期間を最大 30 日間（初日は算入されないものとしま

す。）延長することができるものとします。当社は、取締役会評価期間が開始した場合、その

旨を速やかに開示します。また、当社取締役会が取締役会評価期間の延長を決議した場合、当

社は、その旨およびその理由を適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って適時適切に

開示いたします。 
 
(5) 企業価値委員会の設置 

当社は、本プランによる買収防衛策の継続にあたり、その発動等に関する当社取締役会の恣

意的判断を排するため、当社の社外取締役および社外監査役（それらの補欠者を含みます。）

ならびに社外有識者（弁護士、公認会計士、大学教授等）の中の 3 名以上から構成される企業

価値委員会（以下「企業価値委員会」といいます。）を設置します。 
本プランによる企業価値委員会規則の概要については、（別紙３）のとおりであり、企業価

値委員会の各委員の氏名および略歴は（別紙４）のとおりです。 
企業価値委員会の決議は、原則として委員全員が出席し、その過半数をもってこれを行いま

す。ただし、委員に事故あるとき、その他やむを得ない事情があるときは、委員の過半数が出

席し、その過半数をもってこれを行います。 
 

(6) 企業価値委員会の勧告手続および当社取締役会による決議 
ア 企業価値委員会の勧告 
企業価値委員会は、取締役会評価期間内に、次の①から③までに定めるところに従い、当社

取締役会に対して大規模買付行為に関する勧告を行うものとします。 
① 大規模買付ルールが遵守されなかった場合 

大規模買付者が大規模買付ルールにつきその重要な点において違反した場合で、当社取締

役会がその是正を書面により当該大規模買付者に対して要求した後 5 営業日以内（初日は算
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入されないものとします。）に当該違反が是正されない場合には、企業価値委員会は、当社

の企業価値または当社株主の皆様の共同の利益の最大化のために対抗措置を発動させないこ

とが必要であることが明白であることその他の特段の事情がある場合を除き、原則として、

当社取締役会に対して、大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。 
 
かかる勧告がなされた場合、当社は、企業価値委員会の意見およびその意見の理由ならび

にその他適切と認められる情報を、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って適時

適切に開示いたします。 
なお、企業価値委員会は、当社取締役会に対して対抗措置の発動を勧告した後であっても、

大規模買付行為が撤回された場合その他当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が

生じた場合、対抗措置の発動の中止その他の勧告を当社取締役会に対して行うことができる

ものとします。かかる再勧告が行われた場合も、当社は、企業価値委員会の意見その他適切

と認められる情報を、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って適時適切に開示い

たします。 
 

② 大規模買付ルールが遵守された場合 
大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、企業価値委員会は、原則として、当社

取締役会に対して、大規模買付行為に対する対抗措置の不発動を勧告します。 
もっとも、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、企業価値委員会は、当該

大規模買付者が濫用的買収者（次の(ｱ)から(ｺ)までのいずれかの場合に該当することが疑われ

るに足りる相当な事情がある者を総称していいます。以下同じ。）に該当し、かつ、かかる

大規模買付行為に対する対抗措置の発動が相当であると認められる場合には、当社取締役会

に対して、かかる大規模買付行為に対する対抗措置の発動を勧告します。 
(ｱ)  真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、株価をつり上げて高値で株式を

会社関係者に引き取らせる目的で株式の買収を行っている場合（いわゆるグリーンメイ

ラー）ないし当社株式の取得目的が主として短期の利鞘の稼得にある場合 
(ｲ)  当社の会社経営への参加の目的が、主として、当社の会社経営を一時的に支配して、

当社の事業経営上必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先や顧客等を

当該大規模買付者またはそのグループ会社等に移譲させることにある場合 
(ｳ)  当社の会社経営を支配した後に、当社の資産を当該大規模買付者またはそのグループ

会社等の債務の担保や弁済原資として不当に流用する予定で、当社の株式の取得を行っ

ている場合 
(ｴ)  当社の会社経営への参加の目的が、主として、当社の会社経営を一時的に支配して、

当社の事業に当面関係していない不動産、有価証券等の高額資産等を売却等処分させ、

その処分利益をもって一時的な高配当をさせるか、あるいは一時的高配当による株価の

急上昇の機会を狙って株式の高値売り抜けをする点にある場合 
(ｵ)  当社の経営には特に関心を示したり、関与したりすることもなく、当社の株式を取得

後、様々な策を弄して、もっぱら短中期的に当社の株式を当社自身や第三者に転売する
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ことで売却益を獲得しようとし、最終的には当社の資産処分まで視野に入れてひたすら

自らの利益を追求しようとするものである場合 

(ｶ)  大規模買付者の提案する当社株券等の取得条件（大規模買付行為の対象となる当社株

券等の種類および数、買付対価の種類、金額およびその算定根拠、内容、時期、方法、

違法性の有無、実現可能性等を含みますがこれらに限りません。）が、当社の企業価値

に照らして不十分または不適切なものであると合理的な根拠をもって判断される場合 
(ｷ)  大規模買付者の提案する買収の方法が、二段階買付け（第一段階の買付けで株券等の

全てを買付けられない場合における、二段階目の買付けの条件を不利に設定し、明確に

せず、または上場廃止等による将来の当社株券等の流通性に関する懸念を惹起せしめる

ような形で株券等の買付けを行い、当社株主の皆様に対して買付けに応じることを事実

上強要するもの）、部分的公開買付け（当社株券等の全てではなく、その一部のみを対

象とする公開買付け）等に代表される、構造上当社株主の皆様の判断の機会または自由

を制約するような強圧的な方法による買収である場合 
(ｸ)  大規模買付者による支配権取得により、当社株主の皆様はもとより、企業価値の源泉

である顧客、従業員その他の当社の利害関係者との関係が破壊または毀損され、その結

果として当社の企業価値が著しく毀損することが予想されたり、当社の企業価値の維持

および向上を妨げるおそれがあると合理的な根拠をもって判断される場合、または大規

模買付者が支配権を獲得する場合の当社の企業価値が、中長期的な将来の企業価値の比

較において、当該大規模買付者が支配権を取得しない場合の当社の企業価値と比べ、明

らかに劣後すると判断される場合 
(ｹ)  大規模買付者による支配権取得の事実それ自体が、当社の重要な取引先を喪失させる

等、当社の企業価値を著しく毀損するものである場合 
(ｺ)  大規模買付者の経営陣または主要株主もしくは出資者に反社会的勢力と関係を有する

者が含まれている場合等、大規模買付者が公序良俗の観点から当社の支配株主として不

適切であると合理的な根拠をもって判断される場合 
 
なお、かかる勧告に関する開示手続やその後の再勧告に関する手続は、上記①に準じるも

のとします。 
 
③ 企業価値委員会によるその他の勧告等 

企業価値委員会は、当社取締役会に対して、上記のほか、必要な内容の勧告や一定の法令

等で許容されている場合における対抗措置の不発動ないし撤回の決定等を行うこともできる

ものとします。 
また、企業価値委員会は、自らまたは当社取締役会からの諮問に基づき、対抗措置を発動

することの可否を問うための株主総会（以下「株主意思確認株主総会」といいます。）を開

催すべきと判断した場合には、当社取締役会に対して、株主意思確認株主総会を開催するこ

とが適当である旨の勧告をすることができるものとします。 
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なお、かかる勧告に関する開示手続やその後の再勧告に関する手続は、上記①に準じるも

のとします。 
 

イ 当社取締役会による決議 
当社取締役会は、企業価値委員会の勧告を最大限尊重した上で、取締役会評価期間内に、対

抗措置の発動、不発動または中止の決議を行います。 
また、企業価値委員会が株主意思確認株主総会を開催することが適当である旨の勧告を行っ

た場合には、当社取締役会は、株主意思確認株主総会を招集し、対抗措置を発動することの可

否のご判断を株主の皆様に行っていただくことができるものとします。 
なお、当社取締役会は、企業価値委員会から当社取締役会に対する対抗措置の発動の勧告が

行われた後であっても、大規模買付行為が撤回された場合その他当該勧告の判断の前提となっ

た事実関係等に変動が生じた場合には、対抗措置の発動の中止その他の決定を行うことができ

るものとします。 

かかる決議を行った場合、当社は、当社取締役会の意見その他適切と認められる情報を、適

用ある法令等および金融商品取引所規則に従って適時適切に開示いたします。 
 
ウ 株主意思確認株主総会を招集する場合の取扱い 
 当社取締役会は、株主意思確認株主総会を招集する場合には、対抗措置を発動することの可

否について当該株主意思確認株主総会の決議に従うものとします。また、株主意思確認株主総

会を招集する場合には、当社は、当社取締役会の意見およびその理由並びに企業価値評価委員

会の勧告内容その他適切と認められる情報を、適用ある法令等および金融商品取引所規則に

従って適時適切に開示いたします。 
 
(7) 大規模買付情報の変更 

上記(3)の規定に従い、当社が大規模買付情報の提供が完了したと判断した旨開示した後、当

社取締役会または企業価値委員会が、大規模買付者によって当該大規模買付情報につき重要な

変更がなされたと判断した場合には、従前の大規模買付情報を前提とする大規模買付行為（以

下「変更前大規模買付行為」といいます。）について進めてきた本プランに基づく手続は中止

され、変更後の大規模買付情報を前提とする大規模買付行為を、変更前大規模買付行為とは別

個の大規模買付行為として取り扱い、本プランに基づく手続が改めて適用されるものとします。 
 
(8) 対抗措置の具体的内容 

当社が本プランに基づき発動する大規模買付行為に対する対抗措置は、原則として、新株予

約権の無償割当てによるものとします（以下、当該割り当てられる新株予約権を「本新株予約

権」といいます。）。ただし、法令等および当社の定款上認められるその他の対抗措置を発動

することが適切と判断された場合には当該その他の対抗措置が用いられることもあるものとし

ます。 
大規模買付行為に対する対抗措置として本新株予約権の無償割当てをする場合の概要は、
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（別紙５）記載のとおりですが、実際に本新株予約権の無償割当てをする場合には、本プラン

に違反をした大規模買付者およびこの者と一定の関係にある者等（以下「例外事由該当者」と

いいます。）による権利行使は認められないとの行使条件や、当社が本新株予約権の一部を取

得することとするときに例外事由該当者を除く新株予約権者が所有する本新株予約権のみを取

得することができる旨や、大規模買付行為に対する対抗措置としての効果や相当性を勘案した

行使期間、行使条件、取得条項等を設けることがあります。詳細については、当社取締役会に

おいて別途定めるものといたします。 
 

3. 本プランの有効期間ならびに継続、廃止および変更について 
本プランの有効期間は、平成 33 年 6 月 30 日までとします。ただし、かかる有効期間の満了

前であっても、①当社の株主総会において本プランを廃止する旨の議案が承認された場合、ま

たは②当社取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行なわれた場合、本プランはその

時点で廃止されるものとします。したがって、本プランは、当社株主の皆様のご意向に従って

随時これを廃止させることが可能です。 
本プランについては、本年以降、当社定時株主総会の終結後最初に開催される当社取締役会

において、その継続、廃止または変更の是非につき検討し、必要な場合には所要の決議を行い

ます。 
また、当社は、企業価値および当社株主の皆様の共同の利益の最大化の観点から、必要に応

じて本プランを見直し、または変更する場合があります。 
本プランの廃止、変更等が決議された場合には、当社は、当社取締役会または企業価値委員

会が適切と認める事項について、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って適時適切

に開示いたします。 
 
4. 株主および投資家の皆様への影響 
(1) 本プランの効力発生時に本プランが株主および投資家の皆様に与える影響 

本プランの効力発生時には、本新株予約権の発行自体は行われません。したがって、本プラ

ンが本プランの効力発生時に当社株主の皆様および投資家の皆様の法的権利および経済的利益

に直接具体的な影響を与えることはありません。 
 

(2) 本新株予約権の無償割当て時に株主および投資家の皆様に与える影響 
当社取締役会は、本プランに基づき、企業価値または当社株主の皆様の共同の利益の最大化

を目的として大規模買付行為に対する対抗措置を執ることがあります。 
なお、現在想定されている対抗措置の仕組み上、本新株予約権の発行時においても、保有す

る当社株式 1 株当たりの価値の希釈化は生じますが、保有する当社株式全体の価値の希釈化は

生じないことから、当社株主および投資家の皆様の法的権利および経済的利益に対して直接的

具体的な影響を与えることは想定しておりません。ただし、例外事由該当者については、対抗

措置が発動された場合、結果的に、法的権利または経済的利益に何らかの影響が生じる可能性

があります。 
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また、対抗措置として本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であって、本新株予約権

の無償割当てを受けるべき株主が確定した後において、当社が、本新株予約権の無償割当てを

中止し、または無償割当てされた本新株予約権を無償取得する場合には、結果として 1 株当た

りの株式の価値の希釈化は生じないことから、1 株当たりの株式の価値の希釈化が生じること

を前提にして売買を行った投資家の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があり

ます。 
また、無償割当てがなされた本新株予約権の行使および取得の手続について当社株主の皆様

に関わる手続は、次のとおりです。 
 

ア  当社取締役会において、本新株予約権の無償割当てを行うことを決議した場合、当社

は、本新株予約権の割当てのための基準日を定め、これを公告します。そして、基準日

における最終の株主名簿に記載または記録された当社株主の皆様に対し、その所有株式

数に応じて本新株予約権が割り当てられ、本新株予約権の無償割当ての効力発生日に、

基準日における最終の株主名簿に記載または記録された当社株主の皆様は、法律上当然

に新株予約権者となります。 
 

イ  当社株主の皆様による本新株予約権の行使が行われる場合、当社は、基準日における

最終の株主名簿に記載または記録された当社株主の皆様に対し、本新株予約権の行使請

求書（当社所定の書式によるものとし、株主様ご自身が例外事由該当者ではないこと等

を誓約し、かかる誓約に虚偽が存した場合には交付された当社普通株式を直ちに返還す

る旨の文言を含むことがあります。）その他本新株予約権の権利行使に必要な書類を送

付します。当社株主の皆様におかれましては、本新株予約権1個当たり1円以上で当社取

締役会が定める金額を払込取扱場所に払い込むとともに、当社取締役会が別途定める本

新株予約権の行使期間内にこれらの必要書類を提出することにより、1個の本新株予約

権につき1株の当社普通株式が発行されることになります。ただし、例外事由該当者は、

当該新株予約権を行使できない場合があります。 
 

ウ  他方、本新株予約権に取得条項が付され、当社が本新株予約権を取得する場合、当社

株主の皆様は、行使価額相当の金銭を払い込むことなく、当社による本新株予約権の取

得の対価として、当社普通株式の交付を受けることになります（なお、この場合、当社

株主の皆様には、別途、本人確認のための書類のほか、株主様ご自身が例外事由該当者

ではないこと等を誓約し、かかる誓約に虚偽が存した場合には、交付された当社普通株

式を直ちに返還する旨の文言を記載した書面をご提出いただくことがあります。）。た

だし、例外事由該当者については、その有する本新株予約権を取得の対象としないこと

があり、また、その有する本新株予約権を取得の対象とする場合であっても、その取得

の対価として金銭を交付することは想定しておりません。 
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これらの手続の詳細につきましては、実際にこれらの手続が必要となった際に、適用ある法令

等および金融商品取引所規則に従って、株主の皆様に対して適時適切な開示を行いますので、当

該内容をご確認ください。 
 
5. 本プランの合理性 

本プランは、経済産業省および法務省が平成 17 年 5 月 27 日に公表した「企業価値・株主共

同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・株

主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性確保の原

則）を以下のとおり充足しており、また、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成 20

年 6 月 30 日に公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」ならびに東京

証券取引所が平成 27 年 6 月 1 日に公表した「コーポレートガバナンス・コード」の「原則 1－

5．いわゆる買収防衛策」その他の買収防衛策に関する実務・議論を踏まえた内容となってお

り、高度な合理性を有するものです。さらに本プランは、東京証券取引所の定める買収防衛策

の導入に係る諸規則等の趣旨に合致するものとなっております。 
 

(1) 企業価値および株主共同の利益の最大化 
本プランは、上記 1 記載のとおり、大規模買付者に対して事前に大規模買付行為に関する必

要な情報の提供および考慮・交渉のための期間の確保を求めることによって、①当該大規模買

付行為に応じるべきか否かを当社株主の皆様が適切に判断すること、②当社取締役会が企業価

値委員会の勧告を受けて当該大規模買付行為に対する賛否の意見または代替案を当社株主の皆

様に対して提示すること、あるいは、③当社株主の皆様のために大規模買付者と交渉を行うこ

と等を可能とし、もって当社の企業価値および当社株主の皆様の共同の利益の最大化を目的と

して、継続されるものです。 
 
(2) 事前の開示 

当社は、株主および投資家の皆様および大規模買付者の予見可能性を高め、株主の皆様に適

正な選択の機会を確保するために、本プランを予め開示するものです。 
また、当社は今後も、適用ある法令等および金融商品取引所規則に従って適時適切な開示を

行います。 
 
(3) 株主意思の重視 

本プランによる買収防衛策の継続は、株主の皆様のご意思を適切に反映させる機会を確保す

るため、本定時株主総会において株主の皆様よりご承認いただくことを条件とします。当社は、

本定時株主総会において、本プランを承認する議案をお諮りいたしますが、かかる議案が承認

されない場合、本プランによる買収防衛策は継続されません。また、上記 3 記載のとおり、本

プランの有効期間は、平成 33 年 6 月 30 日までといたしますが、本プランの有効期間の満了前

であっても、当社の株主総会において本プランを廃止する旨の議案が承認された場合には、本

プランは廃止されることとしており、本プランによる買収防衛策の継続だけでなく存続につい

ても、株主の皆様のご意思が反映されることとなっております。 
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(4) 企業価値委員会の設置 

当社は、上記 2(5)記載のとおり、本プランの必要性および相当性を確保し、経営者の保身の

ための濫用を防止するために、企業価値委員会を設置し、当社取締役会が対抗措置を発動する

場合には、その判断の公正を担保し取締役会の恣意的な判断を排除するために、企業価値委員

会の勧告を最大限尊重するものとしています。 
 

(5) デッドハンド型買収防衛策またはスローハンド型買収防衛策ではないこと 
本プランは、上記 3 記載のとおり、当社の株主総会または株主総会で選任された取締役で構

成される取締役会によりいつでも廃止することができるため、いわゆるデッドハンド型買収防

衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）では

ありません。 
また、当社はいわゆる期差任期制を採用しておらず、取締役の任期を 2 年と定めているため、

本プランは、スローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交代を一度に行うことができな

いため、発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありません。 
以上 
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（別紙１） 
大株主の状況 

 
平成 30 年 3 月 31 日現在 

 株主名 
持株数 
(千株) 

持株比率 
(％) 

1 日本ﾄﾗｽﾃｨ・ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口） 900 7.33 

2 日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行株式会社（信託口） 593 4.82 

3 日本生命保険相互会社 444 3.62 

4 三井住友信託銀行株式会社 372 3.03 

5 株式会社三菱東京 UFJ 銀行 360 2.93 

6 株式会社三井住友銀行 352 2.86 

7 第一生命保険株式会社 350 2.85 

8 電気興業取引先持株会 317 2.58 

9 

S T A T E S T R E E T L O N D O N C A R E O F S T A T E S T R E E T 

B A N K A N D T R U S T ,B O S T O N S S B T C A / C U K L O N D 

O N B R A N C H C L I E N T S - U N I T E D K I N G D O M 

297 2.42 

10 電気興業従業員持株会 282 2.30 

(注 1)上記の大株主構成等は、平成 30 年 3 月 31 日現在の株主名簿を基準にして記載しています。 

(注2)当社は、自己株式1,790千株を保有しておりますが、上記の大株主から除いております。また、持株比率は

自己株式を控除して計算しております。なお、自己株式には、取締役向け株式報酬制度に係る信託財産とし

て、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する当社株式を含めておりません。 

(注3)株式会社三菱東京UFJ銀行は、平成30年4月1日付で商号を株式会社三菱UFJ銀行に変更いたしました。 
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（別紙２） 

本プランの手続の流れ（※１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

※１ 別紙２は、本プランの手続の流れに関する概要を記載したものです。詳細につきまして

は、本プレスリリースの本文をご参照ください。 

※２ 株主意思確認株主総会が招集された場合、取締役会は、対抗措置を発動することの可否に

ついて当該株主意思確認株主総会の決議に従うものとします。 

10 営業日(初日不算入)以内 

 

原則として対抗措置

発動の勧告。 
 

企業価値委員会の勧告 
 

大規模買付者の出現 
 

大規模買付者が大規模買付ルールに

つきその重要な点において違反した

場合で、当社取締役会がその是正を

書面により当該大規模買付者に対し

て要求した後 5 営業日(初日不算入)

以内に当該違反が是正されない場合 
大規模買付情報の提供 

 

取締役会による評価･検討･ 
意見形成･代替案立案･交渉 

取締役会決議 
 

対抗措置不発動 
 

対抗措置発動 
 

取締役会決議 
 

対価を現金(円貨)のみとする公開買付け

による当社株券等の全ての買付けの場合

には 60 日間(初日不算入)、 

その他の大規模買付行為の場合には 90 日

間(初日不算入)。 
 

買付説明書の提出 
 

企業価値委員会の勧告 
 

株主意思確認株主総会 
 

原則として対抗措置不

発動の勧告。ただし、

濫用的買収者に該当す

る場合は対抗措置発動

の勧告。 
 

※２ 

株主意思確認株主総会 
 

※２ 

株主総会の開

催が適当であ

るとの勧告。 

株主総会の開

催が適当であ

るとの勧告。 
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（別紙３） 
企業価値委員会規則の概要 

 
1. 企業価値委員会の設置 

当社は、対抗措置の発動等に関する当社取締役会の恣意的判断を排し、当社取締役会の判断

および対応の合理性ならびに公正性を担保することを目的として、当社取締役会の諮問機関と

して、企業価値委員会（以下「企業価値委員会」という。）を設置する。 
 
2. 企業価値委員の選任 

企業価値委員会を構成する委員（以下「企業価値委員」という。）は、当社の業務執行を行

う経営陣から独立している、社外取締役および社外監査役（それらの補欠者を含む。）ならび

に社外有識者（弁護士、公認会計士、大学教授等）のいずれかに該当する者の中から選任され

る。企業価値委員会の員数は、3 名以上とする。 
 

3. 企業価値委員の任期 
企業価値委員会の委員の任期は、取締役会がその者を企業価値委員に選任しその者が特別委

員への就任を承諾した日から平成 33 年 6 月 30 日までまたは別途その者と当社が合意した日ま

でとするが、①本定時株主総会において本プランの継続に関する承認議案が承認されなかった

場合、②株主総会において本プランを廃止する旨の議案が承認された場合、または③取締役会

において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、企業価値委員の任期はその時点に

おいて終了する。 
 
4. 企業価値委員会の権能 
(1)  企業価値委員会は、取締役会が随時企業価値委員会に諮問する、対抗措置の発動または不

発動の是非および対抗措置の中止等の是非ならびに取締役会が諮問するその他の事項（以下

これらを総称して「本諮問事項」という。）について検討し、取締役会に対して勧告を行う。 
(2)  企業価値委員会は、その決議に基づき、本諮問事項の検討を行うため、必要に応じて、取

締役会および企業価値委員会から独立した第三者的立場にある専門家（フィナンシャル・ア

ドバイザー、弁護士、公認会計士、税理士等）の助言を得ることその他これに関連付随する

行為（以下「専門家助言取得行為」という。）を行うことができる。専門家助言取得行為に

際して要した費用は、特に不合理と認められる例外的な場合を除き、全て当社が負担する。 
(3)  企業価値委員会は、本諮問事項の検討に際して必要となる資料および情報を、当社の費用

において自ら収集し、または取締役会に対して収集を要請することができる。また、企業価

値委員会は、大規模買付者、取締役、監査役または従業員その他必要と認める者を企業価値

委員会に出席させ、必要な事項について説明を求めることができる。なお、企業価値委員会

は、自ら収集した資料および情報の全てを、原則として取締役会に対して提出する。 
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5. 企業価値委員会の招集、決議 
(1)  企業価値委員会は、各企業価値委員が招集することができる。ただし、取締役会が企業価

値委員会に対して諮問を行うことを決議した場合には、代表取締役社長が企業価値委員会を

招集する。 
(2)  企業価値委員会の招集は、企業価値委員会開催日の前日までに、各企業価値委員に対し、

通知を発する方法その他適当な方法により行う。ただし、緊急の場合には、この限りではな

い。 
(3)  企業価値委員会の決議は、原則として現任の企業価値委員全員が出席し（電話会議システ

ムまたはテレビ電話による出席を含む。）、その過半数をもって決議する。ただし、企業価

値委員に事故あるとき、その他やむを得ない事情があるときは、企業価値委員の過半数が出

席し、その過半数をもってこれを行うことができる。 
 

以上 
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（別紙４） 
 

企業価値委員会委員の氏名および略歴 
 
[氏名]田宮 弘志 （昭和32年10月28日生） 
[略歴]昭和57年4月 日本火災海上保険株式会社入社 
   平成17年4月 日本興亜損害保険株式会社福井支店長 
   平成19年6月 同社本店営業第二部長 
   平成24年4月 同社執行役員北海道本部長 
   平成26年4月 同社取締役常務執行役員 
   平成26年9月 損害保険ジャパン日本興亜株式会社取締役常務執行役員 
   平成27年4月 同社常務執行役員 

平成28年4月 同社顧問 
平成28年6月 当社常勤監査役 

          現在に至る 
 
[氏名]小林 祥二 （昭和30年9月6日生） 
[略歴]昭和63年4月 弁護士登録（東京弁護士会）小林元治法律事務所 
   平成4年7月 岩瀬法律事務所 
   平成15年6月 当社監査役 
          現在に至る 
   平成28年1月 小林法律事務所 
          現在に至る 
 
[氏名]太田 洋  （昭和42年10月3日生） 
[略歴]平成5年4月 弁護士登録（第一東京弁護士会）西村眞田法律事務所（現西村あさひ法律事

務所） 
   平成13年2月 米国ニューヨーク州弁護士登録 
   平成13年4月 法務省民事局付（参事官室商法担当） 
   平成15年1月 西村ときわ法律事務所（現西村あさひ法律事務所）パートナー 
          現在に至る 
   平成17年6月 当社取締役 
          現在に至る 
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（別紙５） 
新株予約権の無償割当てをする場合の概要 

 
1. 割当対象株主 

取締役会で定める基準日における最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、その

所有株式（ただし、当社の有する当社普通株式を除く。）1 株につき 1 個の割合で新株予約権

の無償割当てをする。 
 
2. 新株予約権の目的である株式の種類および数 

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の行使により交付され

る当社普通株式は 1 株とする。ただし、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、対象株

式数は以下の算式により調整し、1 株未満の端数は切り捨てるものとする。 
調整後対象株式数＝調整前対象株式数×株式分割の比率または株式併合の比率 
 

3. 新株予約権の無償割当ての効力発生日 
取締役会において別途定める。 

 
4. 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の当社普通株式 1 株当たりの価額は金 1 円以上で取締役会が別途定める金額とする。 
 
5. 新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡による取得については、取締役会の承認を要するものとする。 
 
6. 新株予約権の行使条件 

新株予約権の行使条件は取締役会において別途定めるものとする（なお、取締役会が所定の

手続に従って定める一定の大規模買付者ならびにその共同保有者および特別関係者ならびにこ

れらの者が実質的に支配し、これらの者と共同して行動する者として取締役会が認めた者等

（以下｢例外事由該当者｣という。）による権利行使は認められないとの行使条件等、大規模買

付行為に対する対抗措置としての効果を勘案した行使条件を付すこともあり得る。）。 
 
7. 当社による新株予約権の取得 

当社は、大規模買付者が大規模買付ルールに違反をした日その他の一定の事由が生じること

または取締役会が別に定める日が到来することのいずれかを条件として、取締役会の決議に従

い、新株予約権の全部または例外事由該当者以外の新株予約権者が所有する新株予約権につい

てのみを取得することができる旨の取得条項等、大規模買付行為に対する対抗措置としての効

果を勘案した取得条項を取締役会において付すことがあり得る。なお、当社は、例外事由該当

者が所有する新株予約権の取得の対価として金銭を交付することは想定していない。 
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8. 新株予約権の無償取得事由（対抗措置の撤回事由） 

以下の事由のいずれかが生じたときは、当社は、新株予約権の全部を無償にて取得すること

ができるものとする。 
(a) 株主総会において大規模買付者による大規模買付行為について普通決議による賛同が得ら

れた場合 
(b) 企業価値委員会の現任委員の全員一致による決定があった場合 
(c) その他取締役会が別途定める場合 

 
9. 新株予約権の行使期間等 

新株予約権の行使期間その他必要な事項については、大規模買付行為に対する対抗措置とし

ての効果を勘案する等して、取締役会において別途定めるものとする。 
以 上 

 


